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地球温暖化は、気温上昇や豪雨の激甚化、台風の強大化、海面水温の上昇などを通じて、

私たちの暮らしと産業に影響を及ぼしています。海に囲まれた五島市では、漁業・農業・観光を

はじめ、島の生活基盤そのものが気候変動の影響を受けやすく、温暖化対策は将来世代への

責任として避けて通れない課題です。 

一方で本市は、再生可能エネルギーの導入・活用に早くから挑戦してきた地域でもありま

す。令和 2年 12月に「ゼロカーボンシティ」を宣言し、2050年までに市内の二酸化炭素排

出実質ゼロを目指すことを掲げました。こうした方針のもと、市民・事業者・関係団体・行政が

一体となり、脱炭素と地域の活力を両立する「島まるごとカーボンニュートラル」の実現に向

け、取組を進めています。 

本計画(事務事業編)は、五島市役所が行う事務事業及び市が管理する施設等を対象に、温

室効果ガス排出量の削減を着実に進めるための行動計画です。対象設備における蓄電池併設

PPAモデルの推進、再生可能エネルギー由来の電力への切替、省エネルギーの徹底、設備の

計画的な更新、公用車の集約化および EV化など、日々の業務の中で実効性のある取組を積

み上げていきます。 

今回の改定では、国の政策動向や社会情勢の変化を踏まえつつ、取組の優先順位と実施体

制を明確化します。あわせて、災害時のエネルギー確保など、地域のレジリエンス(強靱性)にも

資する取組を推進し、公共施設が率先して脱炭素のモデルとなることを目指します。 

市民の皆さま、事業者の皆さまの理解と協力なくして、脱炭素の実現はありません。五島市

役所は、自治体としての責任を自覚し、全職員が「自分の業務が排出削減につながる」ことを意

識して行動します。五島の豊かな自然と暮らしを守り、次の世代に誇れる島を引き継ぐため、

実行力ある温暖化対策を進めることをここに決意します。 

五島市長 出口太 

2026年（令和 8年）3月 

 

  

2．背景 

1.はじめに 
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(1) 気候変動の影響と計画改定の背景 

地球温暖化を主因とする気候変動問題は、平均気温の上昇、豪雨や猛暑等の異常気象の頻

発化、海面上昇などを通じて、人類の生存基盤や社会経済活動に深刻な影響を及ぼすことが

懸念されており、世界共通の喫緊の課題となっています。既に、世界各地で自然災害の激甚化

が報告されているほか、日本においても記録的な高温、集中豪雨の増加、農作物や生態系への

影響など、気候変動の影響が顕在化しています。 

これら一連の動きの中で「ゼロカーボンシティ」を多くの自治体が表明し、現在は「2050年

二酸化炭素排出実質ゼロ」を宣言する自治体の数は１,１９６自治体（４６都道府県/664市/２２

特別区/４０１町/６３村）にも及びます。(図 1参照) 

五島市（以下、「本市」という）においても、2020（令和２）年の「カーボンニュートラル全国フ

ォーラム」において「ゼロカーボンシティ」を表明し、「島まるごとカーボンニュートラル」の早期

実現を目指すことを宣言しました。さらに、2023（令和５）年に策定した「五島市ゼロカーボン

シティ計画」（地球温暖化対策地域実行計画(区域施策編)に相当）において明確な方針を掲

げ、再エネ(以下、「再エネ」という)の導入や地域特性を活かした脱炭素の取組を着実に進めて

います。 

図 1：2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況出典：環境省（2025年 12月２６日）地方公

共団体における 2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況 

＜https://www.env.go.jp/content/000366566.pdf＞ 

2.背景 
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また、本市は令和 6年度に国から「脱炭素先行地域」に選定されるなど国内の各自治体と比

較しても先導的な役割を果たすことが期待されています。 

これらの背景のもと、本市自らの事務及び事業に伴い排出される温室効果ガスの削減を計

画的かつ着実に推進し、国の目標達成及び地域全体の脱炭素化に貢献するため、2020年策

定の「第２次五島市地球温暖化対策実行計画」の見直しを行い、新たに改定版として策定する

ものです。 

【コラム】五島市の脱炭素先行地域の提案概要 

 
図 2：五島市脱炭素先行地域の取組概要 

出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト五島市計画概要 

＜https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/＞ 

五島市の脱炭素先行地域の提案概要は上図の通りです。事務事業編と関りが深い内容は

以下の通りです。 

1)公共施設でのリユース PVパネルを利用した蓄電池併設 PPAモデルの実施 

2)電動自動車（EV）の導入 

3)民生部門（業務その他部門）の電力契約に関する再エネ・ゼロカーボンプランへの切替 

 

  

3．基本的事項 
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(1) 目的 

第２次五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「本計画」という。）は、本市が行

う事務事業及び市が管理する施設（指定管理者施設及びＰＦＩ事業者が運転する施設を含む。）

に対して地球温暖化対策に向けた取組を率先して行うことで、直接的な温室効果ガスの削減

を図るとともに、市民・事業者の自主的かつ積極的な行動を促進するため、地球温暖化対策の

推進に関する法律第２１条第１項に基づく「地方公共団体実行計画」として策定します。 

 

(2) 対象とする範囲 

本計画は、本市が行う事務事業及び市が直接的に運営・管理する施設（指定管理者施設及び

ＰＦＩ事業者が運営する施設を含む。）を対象とします。ただし、公共工事等の外部へ委託して実

施される事務事業や受益者により光熱費の負担が行われている受益者負担施設は対象から

除きます。 

 

(3) 対象とする温室効果ガス 

本計画の対象となる温室効果ガスは、地球温暖化対策の推進に関する法律第２条第３項で

定められた温室効果ガス７種類のうち、日本の温室効果ガス総排出量において、最も割合の高

い二酸化炭素（CO₂）のみとします。 

表 1：計画の対象とする温室効果ガス 

温室効果ガスの種類 人的な発生源 

二酸化炭素（CO₂） 【エネルギー起源】 

施設での電気や燃料（プロパンガス、灯油、重油）の使用、公用

車での燃料（ガソリン等）の使用により排出されるもの。 

【非エネルギー起源】 

一般廃棄物（廃プラスチック類）の焼却により排出されるもの。 

(4) 計画期間 

本計画の計画期間は、2026年度(令和８年度）から2030年度(令和 12年度）までの５年

間とします。（下表 2 参照）ただし、進捗状況や地球温暖化対策に関する社会経済情勢の変化

等を考慮し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

また、本改定前の計画は 2014 年度(平成 26 年度)を基準年度としておりましたが、ゼロ

カーボンシティ計画や国の目標との整合を図る為、今回 2013 年度(平成 25年度)を基準年

度として計画を見直しました。 

 

3.基本的事項 

 



 

5 

 

表 2：計画期間のイメージ 

項 目 
年 度 

2013 ２０１９ 2020 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

期間中の 

事項 

基準 

年度 

計画策定 

（第二次） 

計画開始 

（第二次） 
改定 

計画開始 

（改定） 
    

当初計画

期間 
         

改定計画

期間 
         

 

(5) 上位計画及び関連計画との位置付け 

五島市事務事業編は、地球温暖化対策推進法第 21条第 1項に基づく地方公共団体実行計

画（事務事業編）として策定します。また、五島市ゼロカーボンシティ計画(区域施策編)及び五

島市まち・ひと・しごと創成人口ビジョン・総合戦略に即して策定します。各計画との関連性は、

下図 3：の通りです。 

図 3：本事務事業編の他の計画との関係性・位置づけ  
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(1) 「温室効果ガス総排出量」 

本市の事務・事業に伴う二酸化炭素（CO₂）は、基準年度である 2013 年度において、

22,145t-CO2となっています。最新値である 2024年度の排出は１１,２５０ｔと基準年度と

比較して約 50％の削減率となっています。直近 5 年間はほぼ横ばいで推移する傾向となっ

ています。(図 4 図 4 五島市の事務・事業に伴う二酸化炭素（CO₂）排出量の推移参照) 

 

図 4：五島市の事務・事業に伴う二酸化炭素（CO₂）排出量の推移 

 

各年度の排出量の内訳は下表 3の通りです。 

表 3：過去 5年間の排出量推移 

 
ガソリン 灯油 軽油 重油 LPG 電力 エネ起合計 非エネ起源 総計 数値差 

基準年比

率 

2013年度 

(平成 25年

度) 

334 815 316 2,868 191 12,061 16,585 5,560 22,145 0 100% 

2020年度 

(令和 2年度) 
262 634 296 509 322 5,467 7,490 4,556 12,046 10,098 54% 

2021年度 

(令和 3年度) 
274 242 305 785 37 4,424 6,067 3,957 10,023 12,121 45% 

2022年度 

(令和 4年度) 
258 737 304 599 82 4,424 6,404 4,455 10,858 11,286 49% 

2023年度 

(令和 5年度) 
271 753 446 434 69 4,191 6,164 4,453 10,617 11,528 48% 

2024年度 

(令和 6年度) 
275 624 472 684 69 3,887 6,011 5,239 11,250 10,895 51% 

22,145

12,046
10,023

10,858 10,617 11,250

0

5,000

10,000
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20,000

25,000

2013年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

(t-CO2)

基

準

年

度

4.温室効果ガスの排出状況 
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(1) 目標設定に向けた重要アクション 

本市では、本計画に掲げる 2030 年までの目標を達成するために、次の基本方針を定め、

取組を推進していきます。 

１ PPA導入施設の拡大（再エネの発電と有効活用の最大化） 

市が保有する公共施設で使用する電力は、太陽光発電設備を始めとする CO2 の排出負荷

が小さい再エネを創出する設備を導入し、発電電力の使用（自家消費）を推進します。脱炭素先

行地域の交付金等も積極的に活用しながら、再エネ発電設備と併せて蓄電池も導入すること

で災害時のレジリエンス強化にも繋げます。導入候補施設のリスト化を進めるとともに、今後

新設や大規模改修を行う施設などについて全庁的に情報共有を行い、無駄なく進める必要が

あります。建物毎にエネルギーの利用状況は異なりますが、ゼロカーボンシティ計画との整合

を取る為、1 件あたりの削減平均値を３．７５ｔ-CO2/年として削減が期待されるものとして目

標設定に活用しています。 

➢ PPA導入目標件数：１８０件 

 

２ 再エネ/ゼロカーボン電源プランの契約 

太陽光発電設備の PPA モデルで賄い切れない、電力会社より購入する電力について再エ

ネル由来のプランへの切替を進め、電力消費に係る CO2 排出の実質ゼロを目指します。具体

的には事務事業編対象の全ての施設を原則として以下のスケジュールで進めることとします。

再エネの導入と本件再エネ/ゼロカーボン電源プランの契約を通じて事務事業編の対象設備か

らの電力由来の排出量を実質ゼロとすることとします。 

➢ 直営施設：2026年度まで 

➢ 指定管理・PFI施設：2027年度まで 

 

３ 公用車の集約化および EV化 

BEVの導入を進めるとともにEVバッテリーの電力を脱炭素先行地域で進む電力の充放電

を通じた地域再エネ最大化活用に向けた取り組みも民間連携(リース等含む)の中で今後検討

していくことも重要です。併せて一部の車両について各課でなく全体で保有・管理していくよ

うな仕組みでそもそも財政負担を減らす効率的な運用についても検討を行う必要があります。

ＥＶ車両の充電は全て再エネあるいはゼロカーボン電源から充電する場合、ゼロカーボンシテ

ィ計画との整合を取る為、1台あたりの削減平均値を2．７ｔ-CO2/年として削減が期待される

5.温室効果ガスの排出削減目標 
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ものとして目標設定に活用しています。 

➢ 導入目標台数 50台 

 

４ 省エネに向けた全職員の率先行動と庁内文化の醸成 

ゴミ分別の徹底、エコドライブ、再生利用品の活用など、職員一人ひとりが環境配慮行動を

実践し、庁内全体で脱炭素を意識した行動習慣を根付かせ、実践します。そのためにもエネル

ギーを多く使用する施設を対象に省エネルギー診断を実施し、削減に向けた方策を検討して

いきます。 

また、職員がそれぞれの家庭や地域においても再エネ設備の導入や再エネ由来電力への切

替、省エネ行動を実践することで、取組の民生部門（家庭・業務）への展開を図り、市域全体の

地球温暖化対策推進を目指します。 

➢ 省エネ診断実施施設５施設程度 

 

５ 廃棄物の減容化と含水率の減少 

プラスチック系廃棄物の中の炭素分が燃焼を通じて CO2 として排出されますが、可燃ごみ

を焼却処理する際に含まれるプラスチックの量が近年増加していることから、この非エネルギ

ー起源の CO2 排出量が増加しています。プラスチック系廃棄物の排出抑制や再利用を促進す

るとともに生ごみ等の含水率が高く、熱量が低い廃棄物への対策を進める必要があります。 

 

(2) 温室効果ガスの削減目標 

前項に記載した活動方針と何も対策を行わなかった時（BAU）の推計結果を基に本実行計

画の目標年度（2030 年度）に、基準年度（2013 年度）比で７6.25％削減することを目標と

します。(下表 4・表 5) 

表 4：2030年度排出量目標内訳（2013年比） 

 ガソリ

ン 
灯油 軽油 重油 LPG 電力 

エネ起合

計 

非エネ起

源 
総計 数値差 

基準年比

率 

2013年度 

(平成 25年

度) 

334 815 316 2,868 191 12,061 16,585 5,560 22,145 0 100% 

改定事務事業

編 2030年

度(令和 12

年度) 

122 605 331 664 66 (0) 1,788 3,４７５ 5,２６３ 16,584 23.7% 
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表 5：温室効果ガスの削減目標 

項 目 基準年度 

（2013年度/平成 25年度） 

目標年度 

（2030年度/令和 12年度） 

温室効果ガス排出量 

（実績・目標値） 
22,145t-CO2 5,263t-CO2 

基準年比削減率 － 76.25％ 

併せて目標年度 2030年度(令和 12年度)における排出量の内訳を示したものが以下の

図 5です。 

（単位：ｔ） 

 

図 5：本計画目標年度 2030年度における温室効果ガス排出量・割合 
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2030年度(令和12年度)排出量
ガソリン
灯油
軽油
重油
LPG
電力
非エネ起

電力由来はゼロ 
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(1) 取組の基本方針 

温室効果ガスの排出要因である、電気使用量と灯油・重油・ガソリンなどの燃料使用量の削

減に重点的に取り組むとともに市内に多くポテンシャルを有する再エネ電力の積極的な活用

を推進します。 

 

(2) 具体的な取組内容 

五島市の具体的な活動について述べます。 

①事務事業編対象設備における蓄電池併設 PPAモデルの導入推進 

環境省脱炭素先行地域の交付金等も積極的に活用しながら、再エネ発電設備と併せて蓄電

池も導入することで災害時のレジリエンス強化にも繋げます。 

➢ PPA導入目標件数：１８０件 

 

②事務事業編対象設備における再エネ/ゼロカーボン電源プランの契約 

太陽光発電設備の PPA モデルで賄い切れない、電力会社より購入する電力について再エネ

由来のプランへの切替を進め、電力消費に係る CO2 排出の実質ゼロを目指します。具体的に

は事務事業編対象の全ての施設を原則として以下のスケジュールで進めます。 

➢ 直営施設：2026年度まで 

➢ 指定管理・PFI施設：2027年度まで 

 

③公用車の集約化および EV化 

BEV の導入を進めるために民間連携(リース等含む)の中での拡充を検討します。併せて

EV バッテリーの電力を脱炭素先行地域で進む電力の充放電を通じた地域再エネ最大化に向

けた取り組みへも活用していくようにしていきます。 

加えて車両の統合化・共同保有を推進することで、財政負担を減らす効率的な運用について

も検討を行います。 

➢ 導入目標台数 50台 

 

④省エネに向けた全職員の率先行動と庁内文化の醸成 

ゴミ分別の徹底、エコドライブ、再生利用品の活用など、職員一人ひとりが環境配慮行動を実

践し、庁内全体で脱炭素を意識した行動習慣を根付かせ、実践します。併せて化石燃料（重油・

軽油・灯油・ガソリン）を利用する設備の中から各部署と協議を行い、重点対策施設として省エ

ネルギー診断を行うことで化石燃料由来の排出削減の余地を探ります。 

また、事務事業編の対象設備の温暖化対策とは直結しないものの、職員それぞれの家庭や地

6.目標達成に向けた取組 
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域においても再エネ設備の導入や再エネ由来電力への切替、省エネ行動の推進を実践するこ

とで、取組の民生部門（家庭・業務）への展開を図り、市域全体の地球温暖化対策の推進を目指

します。 

➢ 省エネ診断実施施設 １０施設程度 

 

⑤廃棄物の減容化と含水率の減少 

可燃ごみ中のプラスチック系廃棄物の排出抑制や再利用を促進します。併せて生ごみ等の

含水率が高く、熱量が低い廃棄物への対策を進めます。 

 

⑥施設設備等の運用改善 

現在保有している施設設備等の運用方法を見直し、省エネルギー化を推進します。 

➢ ボイラーや燃焼機器は高効率で運転できるよう運転方法の調整を検討します。 

➢ 自動販売機の照明消灯や保冷などピークシフト運転を意識します。 

➢ 空調機器のフィルター類の清掃頻度を上げて送風効率を向上させます。 

 

⑦施設設備等の更新 

新たに施設設備を導入する際や現在保有している施設設備等を更新する際には、エネルギ

ー効率の高い施設設備等を導入することで省エネ化を推進します。 

➢ 高効率ヒートポンプなど省エネ型の空調設備への更新を進めます。 

➢ 雨水を有効に利用する設備の導入を進めます。 

 

⑧職員のワークライフバランスの確保 

温室効果ガスの排出削減につながる効率的な勤務体制を構築します。 

➢ 計画的な定時退庁の実施により超過勤務を縮減します。 

➢ 事務の見直しによる夜間残業の削減や、有給休暇の計画的消化を推進します。 

➢ テレワークの推進やWeb会議システムの積極的な活用を進めます。 

 

⑨その他の活動 

その他地球温暖化対策実行計画に関連する活動について以下に述べます。 

➢ 農林課と連携し、森林経営活動を通じた森林吸収クレジットの創出を進めます。 

➢ 水産課と連携し、将来的な排出量報告時に活用できる運用となった際には J-ブルーク

レジットの創出を進めます。 
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(1) 推進体制 

五島市事務事業編を推進するために、市長・副市長・教育長をトップとします。その上で各部

長を管理者とする管理部門を設置し、その下に課長・支所長級が実行責任者となる実行部門

を設置します。各実行部門の責任者は各課に「五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

推進委員」（係長級を推奨）を配置し、取組を着実に推進するとともに管理部門へ報告をします。 

なお、未来創造課は事務局として進捗の共有、マニュアル等の整備や相談対応を実施します。

非エネルギー起源CO2排出量に繋がるごみ処理を担う生活環境課とも連携しながら取り組み

を進めます。各階層の役割は以下の通りです。（下図 6参照） 

 

図 6 地球温暖化対策実行計画（事務事業編）推進における各員の役割 

7. 進捗管理体制と進捗状況の公表 
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図 7：地球温暖化対策実行計画（事務事業編）推進体制 

(2) 点検・評価・見直し体制 

五島市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)は、Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評

価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことによって点検・評価・見直しを行います。また、四

半期毎の取組に対する PDCA を繰り返すとともに、五島市地球温暖化対策実行計画(事務事

業編)の見直しに向けた PDCAを推進します。 

① 四半期毎の PDCA 

五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の進捗状況は、まず各部署の実行推進者が

実行責任者（課長・支所長級）に対して定期的に報告を行います。管理部門（各部長）は各課の

内容を取りまとめたうえで統括部門（市長・副市長・教育長）に報告します。事務局は四半期毎

の進捗状況の点検・評価を行い、各課の推進員と今後の取組方針を決定します。そのうえで事

務局は、各部の進捗および今後の取り組み方針を取りまとめ、経営戦略会議にて報告します。 

併せて事務局は職員の人事異動による知見や各種取組を保持する観点から年初に本計画

に基づく方針会議を開催します。 

② 見直し予定時期までの期間内における PDCA 

①の経営戦略会議において事務局からの報告を受けて統括部門（市長・副市長・教育長）は

進捗状況を確認・評価します。本計画更新年度である 2030 年度に五島市地球温暖化対策実

行計画（事務事業編）の改定を行います。（実際の更新計画案の作成は 2029 年度を予定して

います） 

(3) 進捗状況の公表 

五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の進捗状況は、五島市のホームページ等で毎

年公表します。併せて庁舎内での進捗状況を各環境推進員が確認しやすいように共有できる

仕組みを構築します。 


